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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第119期

第１四半期連結
累計期間

第120期
第１四半期連結
累計期間

第119期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 42,955 41,706 173,805

経常利益 （百万円） 4,621 3,333 12,284

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 2,715 2,270 7,360

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,942 639 13,314

純資産額 （百万円） 164,614 170,005 170,574

総資産額 （百万円） 211,000 212,948 215,638

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 91.29 76.56 247.98

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 90.92 76.24 246.93

自己資本比率 （％） 69.0 71.2 70.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における日本経済は、堅調な海外経済を受け輸出が持ち直したほか、景気先行指標であ

る機械受注は上昇基調となり設備投資も緩やかに増加するなど、緩やかな回復基調が続きました。

　世界経済は、米国では内外需の回復に減税の効果も加わり企業収益は堅調であり、良好な雇用・所得環境を受けて

個人消費も堅調に推移しました。また、欧州では足元で景気拡大が鈍化傾向にあるものの、ＥＣＢは金融政策の正常

化に向けて量的緩和の年内終了を決定しました。中国でも成長率は鈍化傾向にあるものの輸出や個人消費は堅調を維

持しております。

　鉄鋼業においては、日本国内市場では、自動車・産業機械などの需要産業で生産の増加基調が継続し、普通鋼鋼材

国内出荷量は前年同期を上回る傾向となりました。鋼材輸入は増加したものの需給は安定し、鋼材市況は高値圏を維

持しております。

　海外鉄鋼市場は、中国を中心に鋼材消費は堅調となり国際市況は安定的に推移しましたが、米国の保護主義的政策

による影響への懸念が急速に高まっております。

　このような環境のなか、当社グループの当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上41,706百万円（前年同期

1,249百万円減）、営業利益2,286百万円（同1,844百万円減）、経常利益3,333百万円（同1,287百万円減）、親会社

株主に帰属する四半期純利益2,270百万円（同445百万円減）となりました。

　日本国内では、採算重視の販売活動に努めたことから鋼板商品の販売量は減少したものの、価格是正に一定の進捗

があり増収となりました。一方海外では、主に台湾の子会社である盛餘股份有限公司（以下、ＳＹＳＣＯ社とい

う。）で台湾国内の建築規制強化による建設投資の停滞と米国の保護主義的政策の影響を大きく受けたため減収とな

りました。損益面では、主にＳＹＳＣＯ社の利益減少に加え、中国の子会社である淀川盛餘（合肥）高科技鋼板有限

公司（以下、ＹＳＳ社という。）及びタイの子会社であるPCM PROCESSING (THAILAND) LTD.（以下、ＰＰＴ社とい

う。）の悪化もあり、減益となりました。

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末より1,133百万円減少し115,525百万円とな

りました。主な要因としては、受取手形及び売掛金の減少（1,013百万円）、現金及び預金の減少（682百万円）、有

価証券の増加（497百万円）等となっております。

固定資産は前連結会計年度末より1,557百万円減少し97,422百万円となりました。主な要因としては、有形固定資

産に含まれる有形リース資産の減少（769百万円）、投資有価証券の減少（690百万円）等となっております。

以上の結果、連結総資産は212,948百万円となり、前連結会計年度末と比べ2,690百万円減少しました。

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末より2,127百万円減少し26,119百万円となり

ました。主な要因としては、未払法人税等の減少（767百万円）、その他に含まれるリース債務の減少（750百万

円）、賞与引当金の減少（538百万円）等となっております。

固定負債は前連結会計年度末より６百万円増加し、16,823百万円となりました。主な要因としては、その他に含

まれる長期繰延税金負債の増加（188百万円）及び廃棄物処理費用引当金の減少（110百万円）等となっております。

この結果、連結負債合計は42,943百万円となり、前連結会計年度末より2,121百万円減少しました。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末より569百万円減少し170,005百万円となりま

した。主な要因としては、利益剰余金の増加（1,084百万円）、為替換算調整勘定の減少（915百万円）、非支配株主

持分の減少（655百万円）等となっております。
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　セグメントの経営成績は以下のとおりです。

 

　①鋼板関連事業

　売上高は38,758百万円（同1,250百万円減）、営業利益は2,254百万円（同1,764百万円減）であります。

　＜鋼板業務＞

　日本におけるひも付き（特定需要家向け）では、めっき商品について採算重視の受注を継続していることなどから

販売数量は減少しましたが、白物家電の好調などからカラー商品の販売数量は増加しました。店売り（一般流通向

け）では、めっき商品を中心に選別受注に努めたことから販売量は減少しました。

　海外では、ＳＹＳＣＯ社は、台湾国内の建築規制強化による建設投資の停滞に加え、米国の輸入制限措置発動への

懸念による引き合い減少の影響などにより販売数量は大きく減少しました。ＹＳＳ社及びＰＰＴ社は、採算重視の営

業活動などにより販売数量は減少しました。

　＜建材業務＞

　建材業務の建材商品では、選別受注を行ったためルーフの販売量は前年同期並みとなりましたが、「ヨド耐火パネ

ルグランウォール」（以下、グランウォールという。）の販売が増加しました。エクステリア商品では、個人消費の

回復を受け物置の販売が堅調に推移しました。工事については前年同期にグランウォール採用の大型物件の売上を計

上していたことから減収となりました。

 

　以上から、鋼板関連事業としては減収となりました。

 

　②ロール事業

　売上高は800百万円（同176百万円減）、営業損失は26百万円（前年は営業利益97百万円）であります。

　国内鉄鋼向けロールの販売量が減少したことなどから減収となりました。

 

　③グレーチング事業

　売上高は792百万円（同６百万円増）、営業利益は１百万円（同17百万円減）であります。

　公共事業物件の落ち込みを民需で補い、概ね前年同期並みとなりました。

 

　④不動産事業

　売上高は282百万円（同32百万円増）、営業利益は200百万円（同35百万円増）であります。

　賃貸ビルの入居率向上やその他賃貸物件の増加により増収となりました。

 

　⑤その他事業

　売上高は1,072百万円（同139百万円増）、営業利益は132百万円（同20百万円増）であります。

　物資販売事業などの売上が増加したことから増収となりました。
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(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念や当社の企業価値の様々な源泉、当

社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上

させる者でなければならないと考えております。

一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引に委ねられているため、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定されることを基本とし

ており、会社の支配権の移転を伴う当社株式の買収行為や買収提案に応じるか否かの判断も、最終的には株主の皆

様全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、買収行為や買収提案の中には、長期的な経営意図や計画もなく一時的な収益の向上だけを目的と

したもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の取締役会や株主が買収提案の内容等につ

いて検討し、あるいは当社の取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することの

ないもの、買収行為の条件等が企業価値ひいては株主共同の利益と比較して不十分又は不適当であるもの、企業価

値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を損なおうとする意図のあるもの等、買収対象会社の企

業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものが存在する可能性があることは否定できません。

当社に対しこのような買収を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でな

いと判断し、法令及び当社定款によって許容される範囲で必要かつ相当な措置を講じ当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保する必要があると考えております。

 

②株式会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みの内容の概要

イ）事業内容の充実

　当社は独立系の鉄鋼メーカーとして、表面処理鋼板事業とその川下分野としての建材事業からなる鋼板関連事

業を中心に、電炉事業を源流とする鉄鋼ロール事業及び鋼製グレーチング事業、さらにはエンジニアリング、不

動産事業等を擁し、ユニークな存在感を発揮する企業として成長してまいりました。当社のコア事業である鋼板

部門では、環境負荷を低減するクロメートフリー対応等に代表される高い技術力を背景に、家電・建材向けに強

固な顧客基盤を有しており、また、その表面処理技術を活かして展開する建材商品及びエクステリア商品でも国

内トップクラスのシェアを確保しております。

　当社は、当社の基本理念・経営理念・行動原則に基づく機動力を活かした経営を追求するとともに、当社グ

ループの総合力と企画力を発揮することで、海外では新たな成長に向け事業の積極的な展開を進め、国内では縮

小トレンドの需要環境下でさらにシェアアップを図り、事業領域の拡大に取り組んでおります。今後も中期的に

この「海外事業展開」と「国内需要捕捉」を成長の基軸とし、「安全」・「安心」・「環境」・「景観」をキー

ワードとして、商品開発・製造・販売など事業活動のあらゆる側面に展開し、さらなる企業価値の向上を目指し

てまいります。
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ロ）当社グループの企業理念の共有

　当社は、その社会的責任と、さまざまなステークホルダーへの価値創造に配慮した経営による、中長期的な企

業価値向上の基礎となる経営理念として以下の「淀川製鋼グループ企業理念」を定め、グループ内で共有してお

ります。

 

【淀川製鋼グループ企業理念】

 

＜基本理念＞

 

新しい個性を持った価値の創造

 

淀川製鋼グループは、表面処理鋼板事業を主体として「新しい個性を持った価値の創造」を

グループの基本理念に掲げ、社会から信頼され、必要とされる存在価値のある企業を目指します。

 

＜経営理念＞

 

・顧客と株主から信頼され、期待される機能を創造します。

・広く社会から必要とされるベストメーカーを目指します。

・社員一人ひとりの個性をもって充実し、変革に挑戦し、成長します。

・社会・自然環境と調和し、共生に努めます。

 
 
　基本理念の「新しい個性を持った価値」とは、株主と顧客から信頼され期待される機能の創造（事業価値）、

必要とされるベストメーカーとしての持続力（存続価値）、変革挑戦し成長する社員一人ひとりの個性（社員価

値）、社会・自然環境と調和し共生する努力（社会価値）であります。当社グループ内において、これらの価値

観を共有することは、必ずや企業価値向上に資するものと考えております。

ハ）長期ビジョンと中期経営計画

　当社グループをとりまく環境が激しく変化するなか、当社グループが持続的に成長を果たしていくためには、

将来を見据えたビジョンと計画を持ち、その内容をさまざまなステークホルダーと共有することで当社グループ

の活力を高めていくことが有効であると考え、この度、当社グループの長期ビジョン及び2017年度から開始する

３年間の中期経営計画を策定しました。

ⅰ．長期ビジョン

　当社は創立90周年にあたる2025年に向けて、規模の追求よりも中身の充実を重視し、いかなる事業環境下でも

安定的に利益を計上し持続的に成長できる企業を目指します。

　『桜（ＳＡＫＵＲＡ）100』を長期ビジョンとして掲げ、当社のシンボルマークである桜のように、さまざま

な環境の変化に順応するたおやかな姿、新しい事業領域に挑戦し花を咲かせる姿、グローバルに愛され永く花を

咲かせる姿を目指し、営業利益100億円を安定して計上できる100年企業への発展を実現してまいります。

ⅱ．中期経営計画

　長期ビジョン『桜（ＳＡＫＵＲＡ）100』の実現に向け、2017年度～2019年度の経営計画として、『淀川製鋼

グループ中期経営計画2019』（以下、「本中期経営計画」といいます）を策定しております。その骨子の概要は

以下のとおりです。

なお、詳細は当社ホームページに掲載しておりますので、下記をご参照下さい。

＜ http://www.yodoko.co.jp/release/2017/pdf/170328.pdf ＞

a.対象会社

淀川製鋼所及び連結子会社７社

b.対象期間

2017年度（平成29年度）～2019年度（平成31年度）の３年間

c.基本戦略

　「既存事業における強靭な収益構造の確立」「新しい事業領域への挑戦」「強固な経営基盤の構築」を基軸

とする以下の８項目を基本戦略とし、本中期経営計画においては、長期ビジョンの達成に向けての礎を築くこ

とに重点を置きます。
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Ａ．既存事業における強靭な収益構造の確立

A－1．ビジネスモデルの深化

A－2．ニッチ分野・差別化商品・用途開発への注力

A－3．グループ間の協働・連携強化

Ｂ．新しい事業領域への挑戦

B－1．既存事業を足掛かりとした新規事業の開拓

B－2．海外における川下分野への進出

Ｃ．強固な経営基盤の構築

C－1．強い財務体質と積極的な投資の両立

C－2．人材育成と組織力強化

C－3．全てのステークホルダーとの共生

 
d.資本政策と株主還元

　当社は「株式会社淀川製鋼所 コーポレートガバナンスガイドライン」のなかで資本政策の基本方針を定めて

おります。＜ http://www.yodoko.co.jp/ir/cggl/cggl20160401.pdf ＞

　本中期経営計画の期間中については、資本政策の基本方針に加え、以下の考え方に基づき機動的に資金を活用

してまいります。

ⅰ．資金使途としては、既存事業における競争力強化、新商品・戦略商品の開発、老朽設備・施設の更新・大規

模補修を優先する。

ⅱ．株主還元は、業績に応じた配当金の支払いと機動的な自己株式の取得とし、配当金の支払いの指標として

は、年間１株あたり50円以上を維持したうえで、連結配当性向年間30％～50％程度を目途に実施する。

ⅲ．新しい事業領域の開拓など、成長投資に向けて内部留保の充実に心掛ける。

e.設備投資

　新商品開発、コストダウン及び品質向上など、競争力強化を目的とする戦略的な投資を優先的に実施し、併せ

て既存事業の継続に必要な老朽設備・施設の更新も計画的に実施してまいります。

　2017年度～2019年度の総投資額は150億円を計画し、その内訳としては、競争力強化を目的とするもの75億

円、既存事業基盤の維持ほかを目的とするもの75億円とします。

f.定量的目標

　既存事業における市況や為替相場などの環境の変動に左右されず、連結経常利益を安定して100億円以上計上

することを定量的目標とします。

ニ）コーポレート・ガバナンスの強化

ⅰ．当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　当社は、当社が持続的に成長し中長期的な企業価値向上を実現するために、株主・顧客・取引先・従業員・地

域社会等の全てのステークホルダーの立場を踏まえ、透明・公正かつ迅速・果敢な意思決定を行うことがコーポ

レート・ガバナンスの目的であると位置づけ、これまでもさまざまな取り組みを進めてまいりました。2015年12

月には、実効的なコーポレート・ガバナンスの指針として「株式会社淀川製鋼所 コーポレートガバナンスガイ

ドライン」を法令及び当社定款に次ぐ上位規程として定め、運用しております。

ⅱ．当社のコーポレート・ガバナンスの体制

　当社はその企業規模から経営の機動性を重視し、機関設計として会社法の定めに基づく監査役会設置会社を選

択しております。その上で、情報共有化の観点から経営の意思決定と業務執行との一体性を維持しつつ、取締役

の監督・意思決定機能と業務執行機能を効率的に一定の範囲で分離することを目的として執行役員制を導入して

おります。

　取締役会の体制としては、取締役の経営責任の明確化と、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を機動的

に構築するため、取締役の任期を１年としております。機動的な経営を実現するため、定款における取締役の人

数は７名以内としており、経験や知見が異なる多様な取締役を選任することで、取締役会の適正規模と多様性を

確保することとしております。さらに、取締役会における、活発で建設的な議論による一層の活性化と、監督・

意思決定プロセスの透明性の強化のために、取締役の内の複数名は、業務執行を行わない東京証券取引所の独立

性基準を満たす独立社外取締役を選任することとしております。なお、平成30年６月22日現在の取締役総数は７

名、内３名は独立社外取締役となっております。

　監査役会の体制としては、会社法及び当社定款の定めにより、監査役の人数は４名以内とし、その半数以上は

独立性を有する社外監査役を選任することとしております。

 

EDINET提出書類

株式会社淀川製鋼所(E01247)

四半期報告書

 7/21



ⅲ．コンプライアンスの推進

　当社は「淀川製鋼所グループ企業理念」に基づく事業活動を通じて、社会から信頼され、必要とされる存在価

値のある企業を目指すなかで、コンプライアンスの推進については「コンプライアンス宣言」のもと、「コンプ

ライアンス・ポリシー」ならびに「コンプライアンス行動指針」を定め、全役職員がそれぞれの立場でコンプラ

イアンスを自らの問題として捉え、公正で高い倫理観に基づき行動するための取り組みを継続しております。

 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

みの概要

当社は、買収防衛策として「当社株式等の大規模買付行為への対応方針」（以下「本プラン」といいます。）を

導入しております。本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開買付等の具体的な

買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以下

「大規模買付者」といいます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール

（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買

付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主の皆様が当

社取締役会の代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としております。当社取締役会は、大規模買付者に

対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を日本語で記載した書面を当社取締役会に提供することを要請

し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や

必要に応じ代替案の策定を行い、公表することとします。従いまして、大規模買付行為は、取締役会の評価検討の

期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役

会は、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断される

場合を除き、対抗措置をとりません。ただし、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守し

ても大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損

なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、対

抗措置をとることがあります。このように、対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するた

めに、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし

ます。

　本プランは、平成29年６月22日開催の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認を賜り継続しており、その

有効期限は、同日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会終結時までとなっ

ております。

 

④本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないことについて

当社では、以下の理由から、本プランが上記①の基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合

致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものとはならないと考えております。

イ）買収防衛策に関する指針において定める三原則を完全に充足していること及び経済産業省に設置された企業価

値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び東

京証券取引所が平成27年６月１日に公表した「コーポレートガバナンス・コード」の「原則1-5いわゆる買収

防衛策」の内容も踏まえたものとなっていること

ロ）当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

ハ）株主の合理的意思に依拠したものであること

ニ）独立性の高い社外者の判断を重視すること

ホ）合理的な客観的発動要件を設定していること

ヘ）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
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(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、128百万円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

足元の世界経済は概ね堅調に推移しておりますが、米国政権の保護主義的政策を発端とする中国・欧州との貿易

戦争激化への懸念や、米国の金利上昇による景気減速のリスク、中東・北朝鮮情勢の緊迫化などの地政学リスクな

ど、急速に不透明感が高まっております。

日本経済は、米国の保護主義的政策の影響や地政学リスクの高まりによる原油価格の上昇などの懸念材料はある

ものの、海外経済の回復を受けた輸出の増加に加え、東京五輪関連や生産性向上投資に支えられて設備投資も増加が

見込まれ、短期的には堅調に推移するものと思われます。

鉄鋼市場においても、日本国内市場は短期的に堅調に推移する一方で、海外市場は極めて不透明な状況という構

図は同じと考えられます。当社グループにおいては、海外子会社が海外鉄鋼市況の変動の影響を強く受けるととも

に、熱延鋼板や亜鉛などの原材料価格が高水準に推移する状況は続くと考えられ、損益面では厳しい状況が続くもの

と予想されます。

このような環境の中、当社グループとしましては、２年目となる『淀川製鋼グループ中期経営計画2019』の達成

に向けて、強みである機動力を最大限発揮しながら、新しい市場の開拓や高付加価値商品の拡販を推し進め、収益力

強化を図ってまいります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 143,000,000

計 143,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,837,230 35,837,230
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 35,837,230 35,837,230 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残高
　（百万円）

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

－ 35,837 － 23,220 － 5,805

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載できないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

6,579,800
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

29,179,100
291,791 －

単元未満株式
普通株式

78,330
－ －

発行済株式総数 35,837,230 － －

総株主の議決権 － 291,791 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱淀川製鋼所
大阪市中央区南本町

四丁目１番１号
5,901,600 － 5,901,600 16.46

㈱佐渡島
大阪市中央区島之内

一丁目16番19号
566,700 300 567,000 1.58

フジデン㈱
大阪市中央区南本町

二丁目６番12号
94,500 200 94,700 0.26

東栄ルーフ工業㈱
茨城県稲敷市甘田

2415
16,500 － 16,500 0.04

計 － 6,579,300 500 6,579,800 18.36

（注）㈱佐渡島、フジデン㈱、東栄ルーフ工業㈱は、当社の取引先会社で構成される持株会（ヨドコウ取引先持株会　

大阪市中央区南本町四丁目１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式をそれぞれ394株、213株、91株

所有しております。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもってEY新日本有限責任監査法人となり

ました。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,716 30,033

受取手形及び売掛金 ※２ 43,938 ※２ 42,925

有価証券 2,888 3,386

商品及び製品 16,081 16,293

仕掛品 4,684 4,400

原材料及び貯蔵品 13,122 13,175

その他 5,376 5,460

貸倒引当金 △149 △148

流動資産合計 116,658 115,525

固定資産   

有形固定資産 50,509 49,628

無形固定資産   

のれん 7 6

その他 1,475 1,462

無形固定資産合計 1,482 1,469

投資その他の資産   

投資有価証券 46,338 45,647

その他 649 677

投資その他の資産合計 46,987 46,324

固定資産合計 98,980 97,422

資産合計 215,638 212,948

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 18,154 ※２ 18,041

短期借入金 － 304

未払法人税等 2,165 1,397

賞与引当金 1,056 518

その他 ※２ 6,870 ※２ 5,857

流動負債合計 28,247 26,119

固定負債   

役員退職慰労引当金 66 68

退職給付に係る負債 7,569 7,519

その他 9,181 9,234

固定負債合計 16,817 16,823

負債合計 45,064 42,943
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 23,220 23,220

資本剰余金 20,393 20,392

利益剰余金 100,775 101,859

自己株式 △12,679 △12,677

株主資本合計 131,710 132,795

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,420 16,228

土地再評価差額金 1,646 1,646

為替換算調整勘定 2,798 1,882

退職給付に係る調整累計額 △990 △878

その他の包括利益累計額合計 19,875 18,879

新株予約権 223 221

非支配株主持分 18,764 18,108

純資産合計 170,574 170,005

負債純資産合計 215,638 212,948
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 42,955 41,706

売上原価 34,296 35,127

売上総利益 8,659 6,579

販売費及び一般管理費 4,528 4,292

営業利益 4,131 2,286

営業外収益   

受取利息 93 136

受取配当金 356 410

投資有価証券売却益 － 465

持分法による投資利益 99 116

その他 162 139

営業外収益合計 711 1,269

営業外費用   

支払利息 30 20

為替差損 102 126

海外出向費用 74 65

その他 12 9

営業外費用合計 220 222

経常利益 4,621 3,333

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除売却損 7 16

減損損失 3 2

投資有価証券評価損 － 12

特別損失合計 11 30

税金等調整前四半期純利益 4,610 3,302

法人税、住民税及び事業税 953 854

法人税等調整額 386 161

法人税等合計 1,339 1,016

四半期純利益 3,271 2,286

非支配株主に帰属する四半期純利益 555 16

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,715 2,270

 

EDINET提出書類

株式会社淀川製鋼所(E01247)

四半期報告書

15/21



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 3,271 2,286

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,051 △188

為替換算調整勘定 456 △1,606

退職給付に係る調整額 139 166

持分法適用会社に対する持分相当額 23 △18

その他の包括利益合計 1,670 △1,647

四半期包括利益 4,942 639

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,043 1,273

非支配株主に係る四半期包括利益 898 △634
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１ 偶発債務

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

淀鋼建材（杭州）有限公司 127百万円 淀鋼建材（杭州）有限公司 145百万円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日の満期手形の金額は、次のと

おりであります。

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

 
受取手形 858百万円

支払手形 400

流動負債（その他） 66

（設備関係支払手形）  
 

 
受取手形 943百万円

支払手形 382

流動負債（その他） 14

（設備関係支払手形）  
 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 1,046百万円 981百万円

のれんの償却額 0 0

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月10日

取締役会
普通株式 1,203 40 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日　至 平成30年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月10日

取締役会
普通株式 1,197 40 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

 
鋼板関連

事業

ロール

事業

グレーチン

グ事業

不動産

事業
計

売上高          

外部顧客への売上高 40,009 976 786 250 42,022 933 42,955 － 42,955

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 110 110 630 740 △740 －

計 40,009 976 786 360 42,133 1,563 43,696 △740 42,955

セグメント利益 4,018 97 19 165 4,299 111 4,411 △280 4,131

(注）１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、運輸・倉庫業、ゴルフ場、

機械プラント、売電（太陽光発電）等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、配賦不能費用△280百万円、セグメント間取引消去０百万円を含んでおります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

 
鋼板関連

事業

ロール

事業

グレーチン

グ事業

不動産

事業
計

売上高          

外部顧客への売上高 38,758 800 792 282 40,633 1,072 41,706 － 41,706

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 110 110 638 749 △749 －

計 38,758 800 792 393 40,744 1,711 42,455 △749 41,706

セグメント利益又は

損失（△）
2,254 △26 1 200 2,430 132 2,562 △276 2,286

(注）１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、運輸・倉庫業、ゴルフ場、

機械プラント、売電（太陽光発電）等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額には、配賦不能費用△277百万円、セグメント間取引消去０百万円を含んで

おります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 91円29銭 76円56銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,715 2,270

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
2,715 2,270

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,748 29,652

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 90円92銭 76円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 120 125

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

 

－

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年５月10日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………1,197百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………40円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月25日

（注） 平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社淀川製鋼所(E01247)

四半期報告書

20/21



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月10日

株式会社淀川製鋼所

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田 　美穂　印

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飛田 　貴史　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社淀川製

鋼所の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社淀川製鋼所及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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